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災害時の公園の有効的な活用 

阪神大震災を経験した神戸市沿岸部6区内の公園に関する分析 

 

里深 太郎 

 

1. 研究の概要 

1.1 研究背景と目的 

 日本は海外に比べて自然災害の多い国である。その

中でも甚大な被害をもたらす大地震は阪神淡路大震災

や東日本大震災など記憶にも記録にも残るものであっ

た。近年、発生が予想される南海トラフ巨大地震や首

都直下型地震など防災に力を入れる要因は少なくない

だろう。近年の防災意識や建築物、災害時の避難場所

などについて人々が考えるようになったのは、阪神淡

路大震災がきっかけであると考えられる。当時、阪神

淡路大震災は第二次世界大戦後最大の被害規模であり、

この震災によって広範囲にわたり建造物の全壊または

半壊が多くみられた。それに伴い、住宅をなくした人

や自宅が危険と判断した人たちが避難場所として公園

などのオープンスペースを多く活用した。公園は避難

所として以外にも様々な形で応用された。しかしその

実態は避難者が少ない場所で複数の活動をするなど非

計画的なものが多かった。そのような活動を想定した

公園をつくることがこれからの災害時の公園の応急的

利用を可能にし、復興復旧に大いに役立つと考えられ

る。そのため現在の避難所として登録された公園につ

いて有効な利用方法を考えることで災害時の避難、救

援復旧が正確かつ早急に行えると考えられる。 

1.2 研究調査対象範囲 

 阪神淡路大震災当時、特に被害が大きかった神戸市

の沿岸部に位置する 6 区東灘区、灘区、中央区、兵庫

区、長田区、須磨区において、それぞれの区が災害時の

避難場所として登録している屋外の公園について調査

を行った。今回神戸市の沿岸部のこの 6 区に研究調査

対象を絞ったのは神戸市の中でも阪神淡路大震災当時、

死者、物的被害の数が多く、次点の垂水区よりも 200

人以上、3000 棟以上多かった。1)そのことから避難者

も多く、小学校などの屋根ありの避難所だけではなく

公園などのオープンスペースがより多く利用されるの

ではないかと考えたからである。また今回選んだ公園

は、神戸市のホームページ 5)に載っている、災害時の緊

急避難場所として設定されているものである。 

図 1 神戸市の沿岸部 6 区 

1.3 研究の構成と方法 

 都市公園はサイズに関わらず、震災時に重要な役割

を担う。その中でも担う役割によって必要となる公園

の性質、条件が異なる。災害時の公園の利用のされ方

を①緊急的な避難所②救援復旧拠点(救援物資の配給、

医療拠点、救援復旧基地など)③仮設住宅用地④置き場

利用(がれきやごみの集積など)に分類する。神戸市に

よって緊急避難場所に設定された公園を分類し、阪神

淡路大震災当時の被害状況も踏まえ、災害時の使われ

方を分析していく。調査方法としては、現地調査や公

園の近隣住人と市役所の方への聞き取り調査によって

公園の有効的な使われ方を分類した。 

2. 阪神淡路大震災当時の状況 

2.1 震災当時の被害内容 

 1995 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分、淡路島北部を震源

とするマグニチュード 7.3 の地震が発生した。それを阪

神淡路大震災といい、これにより神戸市の沿岸部の他地

域で震度 7 を記録した。この被害は甚大なものであり、
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神戸市の沿岸部 6 区の人的被害は、死者 4523 人、住宅

被害は、全壊 65538 棟、半壊 39853 棟にのぼった。1)電

気、水道、ガスなどの被害が広範囲となるとともに、鉄

道、新幹線、都市間交通、地下鉄が損壊し、ライフライ

ンに壊滅的な打撃を与えた。神戸市という人口密集地域

で発生したため、多数の住民が避難所での生活を余儀な

くされた。住宅の倒壊に加えて、大規模な火災の発生、

ライフラインの被害も膨大な数にのぼり、ピーク時の避

難所数 528 か所、ピーク時の避難者数 24 万 9012 人に

ものぼった。1) 

2.2 阪神淡路大震災当時の公園の役割 

 阪神淡路大震災は、人的にも物的にも甚大な被害を

もたらしたが、公園緑地の被害はそれほど大きいもの

ではなく、被災地では緊急避難場所、救援拠点、復旧拠

点または仮設住宅用地として重要な役割を果たした。

また公園の樹木や生垣によって、延焼の遅延または防

止に役立ち、火災による被害を軽減させている。また、

倒壊した家屋を支えて道路が塞がるのを防ぎ、避難経

路を確保し、電柱の倒壊によって緩んだ電線が垂れ下

がるのを防いだりし、被害の軽減に効果があった。災

害当初は公園の大きさ、種別に関わらず、避難地とし

て利用され、被災後の時間の経過とともに公園の利用

の形態は変化していく。被災直後、被災者は公園、河川、

路上、空地などに緊急避難し、身の安全を確保する。さ

らに公園では、近隣住民の安否確認や被災状況、救援

活動などの情報共有の場となる。その後、時間が経過

するとともに被災が沈静化し、住宅が崩壊した人々の

自宅近くの公園が仮設の居住空間となる。被災者の救

援活動が本格化していき、公園は負傷者の緊急医療拠

点、救援物資や食料、飲料水の配給場所、トイレ、救援

活動の拠点となり、大きな公園では救援のための車両

基地やヘリポートとしても利用される。被災後 1 週間

から 2 週間が過ぎると、被災地の復旧、復興、自衛隊

の駐屯所、復旧のための資材置き場やがれきの集積場

所、仮設住宅用地としても利用された。またある程度

の復旧後には、被災した人たちにとっての休息や憩い

の場になる。 

3. 分析結果 

3.1 分類の着目点と重要度 

 分類の着目点を以下のように設定し、着目点の重要

度によって点数を決め、それぞれ 100 点満点の評価と

して分析した。 

①緊急的な避難所 

周囲に倒壊の危険性のある高層の建物がないこと(20)、

津波などの被害の危険性がないこと(30)、普段から周

囲の住民が日常的に利用していること(15)、一時避難

から避難生活に移行する際に近くに避難所となったり、

拠点となったりする公共施設があること(10)、火災の

延焼防止となる緑地帯があること(15)、フリースペー

スが十分にあること(10) 

②救援復旧拠点 

防災施設が近くにあること(40)、緊急動線となりうる

高速道路や幹線道路に接続した位置にあること(15)、

救援物資などの保管場所となる十分なスペースがある

こと 2)(30)、車両での搬入が可能であること(15) 

③仮設住宅用地 

給水の拠点が身近にあること(10)、直接下水道に排泄

物を流せる仮設トイレとなりうる下水道マンホールな

どがあること(10)、仮設住宅が設置できるほどの非常

に広い面積を有していること(40)、救援復旧拠点とし

ての能力(40) 

④置き場利用 

がれきなどを置ける広い面積 0.1ha 以上が確保されて

いること 3)(50)、がれきなどを運び込む車両が入れるこ

となどである。(大型車が進入できるのは幅員 3m 以上、

段差 5cm 以下が必要。また入り口の車両の進入止めが

取り外し可能であるか。)(50) 

3.2 6 区における公園の分析結果 

 阪神淡路大震災当時、特に被害が大きかった神戸市

の沿岸部に位置する 6 区東灘区、灘区、中央区、兵庫

区、長田区、須磨区において、それぞれの区が災害時の

避難場所として登録している屋外の公園の被災状況と

公園の性質的にどの利用法が適しているのかをまとめ

た。①緊急的な避難所②救援復旧拠点③仮設住宅用地

④置き場利用である。その利用法が適しているかを○、

△、×で評価し、阪神淡路大震災当時の公園のあった場
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所の被害状況を被害の深刻度を大、中、小で表した。評

価項目で適しているのが評価項目全体の 40 点未満の

場合×を、40～80 点の場合△、80 点以上の場合○に評

価している。 

表 1 緊急避難場所として設定されている神戸市沿岸

部 6 区の屋外の避難所の利用法評価 

 例)本庄中央公園  神戸市東灘区青木 5-18 0.6ha 

①倒壊の可能性のある高層の建物はない。海抜 0m あ

るので津波の避難場所とならない。子供がサッカーを

したり散歩したりする人が多くみられ、日常的に公園

が利用されていることがわかる。周囲が全面的に緑地

帯に囲まれている。中央部に木が生えており 2 つに分

かれているため、大きなフリースペースとは言えない。

本庄中学校や神戸大学海事科学部校舎など屋内の避難

所となる公共教育施設と近い。 

②東灘区役所などの物資の拠点とは離れている。本庄

小中学校や東灘消防団などの防災関連施設が近くにあ

る。阪神本線、阪神高速 3 号神戸線など鉄道や主要幹

線道路が近く、アクセスの確保が容易である。防災倉

庫は無いがフリースペースはあり、隣の本庄中学校グ

ラウンドと連携することで物資の保管が可能となる。

車の進入止めが取り外し可能であり、入り口の幅員は

8m ほどあり広い。 

③防火水槽が設置されており、貯水機能のある給水拠

点となる。 

④全体で約 0.6ha ほどであり、0.2ha と 0.04ha ほどの

フリースペースに分かれている。車の進入止めが取り

外し可能であり、入り口の幅員は 8m ほどあり広いた

め、車での搬入が可能である。 

 本庄中央公園自体の被害は軽微なものであり、周辺

の建物も外観上の被害が少ないものが多いが、南側と

西側では全面的な倒壊または大破といえる木造家屋の

密集地帯が所々にあった。当時の公園は置き場利用。 

 本庄中央公園は津波の避難場所として利用できない

ため津波被害がある場合とない場合で考える。ある場

合は被災後すぐに使用はできないが、被害が治まった

後に公園の被害状況を見ながら、置き場利用ができる

と考えられる。津波被害がない場合では、被災直後か

ら 2~3 週間後には貯水機能のある給水拠点となるため、

本庄中学校グラウンドなどと連携して物資が保管でき

ることから救援復旧拠点利用がされると予想できる。

またある程度復旧した後には避難所となる中学校が近

いことから被災者たちの休息の場所となりうる。 

東灘区全体の阪神淡路大震災当時の状況 

 公園の被災件数は東部の JR 神戸線と阪神本線間の

地区に集中しており、建物被害の大きな地域と連動し

ている。また低層高密度地区には公園そのものが少な

いことが分かった。都市公園の利用タイプを A.避難地

利用タイプB.救援復旧利用タイプC.避難地救援利用タ

イプ D.仮設住宅利用タイプ E.置き場利用タイプ F.一

時利用タイプの 6 タイプに分けた。 

表 2 東灘区における公園の利用タイプ 

 

 住吉川よりも東側の地域は西側の地域より被害が大

きく、東側は様々な被害状況の建物が混在していた。

被災後 2~3 週間後の公園利用は東灘区以外の 5 区に比

東灘区 A B C D E F 合計

被災当初 17 0 0 0 13 84 114

被災後2~3週間後 6 11 8 0 21 68 114

0 ① ② ③ ④ 阪神淡路大震災被害状況

<東灘区>

本庄中央公園 △ △ × ○ 小

住吉宮町公園 ○ × × × 大

住吉公園 ○ ○ ○ ○ 大

小寄公園 ○ △ △ × 大

手水公園 △ △ × ○ 小

御影公園 ○ △ × × 中

瀬戸公園 × △ × × 小

森公園 ○ △ × △ 小

<灘区>

成徳公園 △ ○ × × 大

大和公園 ○ ○ △ ○ 中

六甲風の郷公園 ○ ○ △ ○ 大

六甲道南公園 ○ ○ ○ ○ 大

西郷川河口公園 ○ △ × ○ 大

摩耶海岸通公園 × × × ○ 大

<中央区>

なぎさ公園 △ △ △ ○ 大

脇浜海岸通公園 △ △ △ ○ 大

東遊園地 ○ ○ △ ○ 中

磯上公園 ○ ○ ○ ○ 中

メリケンパーク × △ △ ○ 大

大倉山公園 ○ △ ○ ○ 小

生田川公園 △ △ △ △ 小

みなとのもり公園 △ ○ ○ ○ 大

<兵庫区>

湊川公園 ○ ○ × ○ 中

荒田公園 ○ ○ △ × 中

夢野台公園 △ × × × 小

会下山公園 ○ ○ △ × 大

兵庫駅南公園 ○ △ × △ 大

正慶町公園 △ × × △ 大

御崎公園 △ △ ○ ○ 小

菊水公園 ○ △ × △ 小

<長田区>

神楽公園 ○ ○ × × 小

新湊川公園 ○ △ × △ 中

西代蓮池公園 ○ ○ ○ ○ 大

水笠通公園 ○ ○ ○ ○ 中

若松公園 ○ △ × ○ 中

<須磨区>

千歳公園 ○ ○ ○ ○ 大

須磨海浜公園 × △ △ ○ 中

須磨離宮公園 ○ △ ○ × 小

須磨浦公園 △ × △ △ 小

妙法寺川公園 ○ △ △ △ 中

下中島公園 ○ ○ ○ ○ 中

妙法寺川左岸公園 ○ ○ ○ ○ 中

鷹取駅北公園 △ △ × × 大
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べて、一時利用された公園の割合が高く、単独の避難

地利用や救援復旧利用、複合利用の割合が低く、置き

場利用の割合が高い。東灘区は小学校や中学校などの

学校教育施設が多く分布している。なので公園よりも

学校などの教育施設が避難や救援復旧に利用されたと

考えられ、公園の一時利用の割合が高まったと考えら

れる。 

3.3 分析結果と震災当時の公園利用の異なる公園 

 今回の公園の分析では自分の分析による理想的な公

園利用と震災当時の公園利用はほとんど同じ利用であ

ったが、所々に異なる利用が見られた。それが長田区

の若松公園である。若松公園は仮設住宅を設置するほ

どの面積はなく、給水拠点も近くにないため仮設住宅

を設置するのには適さないと判断した。しかし阪神大

震災当時、仮設住宅の設置が見られた。その理由は、周

囲にある屋内の避難所として利用できる施設が中学校

しかなく、高齢者が多かったため遠くの避難所への移

動が難しかったことからである。このような特殊な状

況下における避難行動も考慮しなければならない。 

3.4 震災当時の公園の活用の特徴 

 被災直後は神戸市の 6 区と芦屋市、西宮市に存在す

る公園の 22%、被災後 2~3 週間後には前述の区域に尼

崎市、伊丹市、宝塚市、豊中市を加えて全体の公園数の

32%であり、また被災直後の一時利用も加えれば、高い

利用率だといえる。4)一方で長期間利用されない理由と

しては学校などの避難所の存在、公園への経路の遮断、

日常的な公園のなじみのなさが考えられる。阪神淡路

大震災は建物の倒壊被害が主であり、火災被害が少な

かったことから、火災被害の点で不利な小規模公園が

多く活用された。被害の大きかった長田区や中央区で

は公園の長期利用が高く、避難地利用が優先され、逆

に被害が比較的小さい地域では公園の置き場利用が多

くなると考えられる。また被害の深刻度に関わらず、

被災後 2~3 週間後には公園の長期利用の割合が上がる

ことも読み取れる。 

3.5 分析結果から読み取る公園の在り方 

 阪神淡路大震災当時、長田区の若松公園など 1.4ha

ほどの小規模な公園での仮設住宅の建設が見られ、公

園の絶対量の不足が読み取れる。しかし量を増やした

いからと言って、火災被害を想定した大きな公園を都

市に作ることは簡単ではなく、ダウンサイジングを図

りながら有効な位置に公園を配置することが必要であ

り、これは現代の空き家問題と大きく関わってくると

考えられる。震災当時、鉄道などで囲まれたスーパー

ブロック内の小規模な公園が何らかの形で複合利用さ

れた点で、鉄道や幹線道路などが人間行動を分断する

ということを考慮に入れて、有効な位置に配置する必

要がある。またこの震災では地域の人々と密接な関わ

りを持っていた小学校などが避難所として重要な役割

を果たしたことから、公園と小学校を一体的に整備す

ることで災害時を考慮した日常的な地域の生活拠点を

形成することが重要である。 
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